
証券コード　3712
2020年12月２日

株 主 各 位
大阪市中央区安土町２丁目３番13号

代表取締役社長 松 岡 勇 佑
第34期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげ
ます。
　なお、本総会につきましては、新型コロナウイルス感染症の感染防止を第一に考え、書面（郵
送）による事前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来
場をお控えいただくよう、強くお願い申し上げます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年12月16日
（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

【株主総会お土産配布の中止に関するお知らせ】
新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、本総会にご来場の株主の皆様への、お土産の
配布は取りやめさせていただきます。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１. 日 時 2020年12月17日（木曜日）午後１時30分（受付開始：午後１時）
２. 場 所 大阪市中央区安土町２丁目３番13号

大阪国際ビルディング17階　1705号室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第34期（2019年10月１日から2020年９月30日まで）事業報告及び計算書

類の内容報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。
◎本年につきましては、株主総会終了後の経営説明会を開催いたしません。
◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（https://www.jyohokikaku.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －



【新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について】
　当社では、株主様の健康と安全を最優先に考え、「新型コロナウイルス」の感染防止
に向けて下記のとおりご案内申しあげますとともに、皆様のご理解並びにご協力をお願
い申しあげます。

≪株主様へのお願い≫
・本総会につきましては、健康状態にかかわらず可能な限りご来場を見合わせることを

ご検討いただき、書面（郵送）にて議決権の事前行使をお願い申しあげます。
・特にご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠をされている方は、本年はご来場をお控え

いただくことを強くお勧めいたします。
・発熱、咳等の症状のある方、その他「新型コロナウイルス」等の感染が疑われる方は、

ご来場をお控えくださいますよう、お願い申しあげます。感染防止のため、ご入場を
お断りすることがございます。

・ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申しあげます。

≪当社の対応について≫
・感染防止のため、ご来場の株主様へのお土産の配布は取りやめさせていただきます。
・会場入り口にアルコール消毒液を設置いたします。
・会場入り口での検温等の措置を行う場合があります。それにより、発熱があると認め

られる方、体調不良と思われる方は、ご入場をお断りする場合がございます。
・密集防止の観点から、座席の間隔を広げるため、本総会会場の座席数が例年より大幅

に減少いたします。そのため、当日ご来場いただきましても、ご入場をお断りする場
合がございます。

・本総会の議事は、開催時間をなるべく短縮する観点から、多くの点で具体的な説明を
簡素化させていただく予定です。また、例年総会後に行っております経営説明会につ
きましても、取りやめさせていただきます。

・当社の役員及び株主総会運営のスタッフは、検温を含め体調を確認の上、マスク着用
で対応させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで )

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済については、新型コロナウイルス感染症の影響により消
費や生産は低迷し景気は厳しい状況となっております。当社の主要な販売先である金融機
関におきましては、緊急融資等による貸出金が急増する一方限られた人員で対応せざるを
得なくなり、関連業者の訪問を制限していました。そのため当社との打合せ機会は減った
ものの、システムによる業務効率化の必要性は再認識していただいています。
　このような環境下にあって、当社は、テレワークの実施やＷＥＢ会議による顧客との打
合せを行い開発に支障が出ないように対応をしました。業況につきましては、「システム
事業」は、「担保不動産評価管理システム」では大型案件の獲得が増収に大きく貢献し、
「融資稟議支援システム」も信用金庫中心に多くの受注を獲得し、開発も予定通り進めて
おります。システム開発に係る「システムインテグレーション部門」とシステムのメンテ
ナンスを行う「システムサポート部門」の当事業年度の売上高は前期比増収となり、営業
利益も前期比増益を達成しています。
　「不動産賃貸事業」につきましては、2020年１月に新たに賃貸店舗を購入し、賃貸収
入の売上高は前期比増収となり、営業利益も前期比増益となっています。
　以上の結果、当事業年度の売上高は3,035,506千円（前期比6.6％増）、営業利益は
1,116,673千円（同9.4％増）、経常利益は1,117,068千円（同9.2％増）、当期純利益は
773,191千円（同9.2％増）となりました。
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　事業別の状況は次のとおりであります。

区 分
第　33　期

（2019年９月期）
第 3 4 期 （ 当 期 )
（2020年９月期） 前 期 比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

シ ス テ ム 事 業 2,715,242 95.3 2,856,175 94.1 140,932 5.2
システムインテグレーション部門 1,734,299 60.9 1,837,888 60.6 103,588 6.0

う ち 担 保 管 理 シ ス テ ム 335,351 11.8 513,433 16.9 178,082 53.1
う ち 格 付 シ ス テ ム

決算書リーディングシステム 476,052 16.7 372,563 12.3 △103,489 △21.7

うち自己査定支援システム 208,569 7.3 149,027 4.9 △59,542 △28.5
うち融資稟議支援システム

契約書作成支援システム 339,870 12.0 445,705 14.7 105,835 31.1

う ち 出 資 金 管 理 シ ス テ ム 86,275 3.0 44,973 1.5 △41,301 △47.9
う ち そ の 他 288,181 10.1 312,184 10.3 24,003 8.3

シ ス テ ム サ ポ ー ト 部 門 980,943 34.4 1,018,287 33.5 37,344 3.8
不 動 産 賃 貸 事 業 133,061 4.7 179,330 5.9 46,269 34.8

合 計 2,848,304 100.0 3,035,506 100.0 187,202 6.6
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

１）システム事業
＜システムインテグレーション部門＞
　主要なシステムである「担保不動産評価管理システム」は大手金融機関や地方銀行、信
用金庫から大型受注を獲得したほか、「融資稟議支援システム」は、ペーパーレス等業務
効率化への意識が高まり、信用金庫から多くの受注があり、営業活動は順調に進んでいま
す。さらに両システムとも前期比大幅な増収となっています。また「決算書リーディング
システム」や「自己査定支援システム」、「契約書作成支援システム」も根強く売上高に
貢献しています。さらに信用組合のシステム共同センターである信組情報サービス株式会
社宛てにマネーロンダリング対策のシステムを販売し、各信用組合様に導入していただき
ました。この結果、システムインテグレーション部門の売上高は、1,837,888千円(前期
比6.0％増)、売上高構成比は60.6％となりました。
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＜システムサポート部門＞
　メンテナンスの売上高は、システム導入が進み前期比増収となり、システムサポート部
門の売上高は1,018,287千円（前期比3.8％増）、売上高構成比は33.5％となりました。
　以上の結果、システム事業の売上高は2,856,175千円（前期比5.2％増）、セグメント
利益は1,030,749千円（同6.1％増）となりました。

２）不動産賃貸事業
　不動産賃貸事業は、2020年１月に賃貸店舗１物件を購入し、賃貸マンション３棟、立
体駐車場１棟、賃貸オフィス１棟及び賃貸店舗２件の計７物件となり、当事業年度の売上
高は、賃貸収入179,330千円（前期比34.8％増）、セグメント利益は85,924千円（同
74.1％増）となりました。

②　設備投資の状況
　当事業年度の設備投資の総額は、725,941千円であります。その主な内容は、不動産賃
貸事業における不動産物件の取得703,141千円と、システム事業におけるサーバー等の事
務用機器及びソフトウェアの購入によるものであります。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 31 期
(2017年９月期)

第 32 期
(2018年９月期)

第 33 期
(2019年９月期)

第34期(当期)
(2020年９月期)

売 上 高 (千円） 2,414,746 2,645,079 2,848,304 3,035,506
経 常 利 益 (千円） 837,158 911,125 1,022,850 1,117,068
当 期 純 利 益 (千円） 651,264 637,569 707,735 773,191
１株当たり当期純利益 (円） 194.41 190.33 211.27 230.82
総 資 産 (千円） 3,999,479 4,570,156 5,170,760 5,860,854
純 資 産 (千円） 3,073,882 3,510,381 3,983,627 4,488,299
１株当たり純資産額 (円） 917.61 1,047.92 1,189.19 1,339.93

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

⑷　対処すべき課題
①　新商品の開発

　当社は金融機関の融資部や審査部向けの信用リスク管理業務のシステムを中心に開発・
販売してまいりました。主要な販売先である金融機関の業況が厳しくなりつつある中で、
業務効率化や収益獲得に結びつくシステムの開発は必要です。そのため営業推進や総務、
経理、資金証券、営業店窓口業務向けのシステムにも注力して展開していきます。今後も
金融機関を主要な販売先としていくとともに、新たな顧客の開拓を進め、それら顧客のニ
ーズを把握し的確な提案を行い、新商品を開発、販売していきたいと考えています。

②　ＩＴ技術への対応
　昨今のＩＴ関連技術の進展は目覚しく、ＡＩ（人工知能）やフィンテック（金融と技術
の融合）、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）などが話題に上ることが多くなっ
ています。このような革新的なＩＴ技術を実務に反映させるのは時間を要しますが、必要
に応じて様々な技術を商品開発に繋げていくことも検討していく所存です。
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③　優秀な人材の確保と活用
　顧客である金融機関のニーズに対応していくためには営業及び開発の各局面において優
秀な人材が不可欠であります。当社はこれまで採用広告による人材募集のほか、大学への
訪問、採用ホームページの拡充、さらにダイレクト・リクルーティングによる採用もしま
した。今期に関しましては新型コロナウイルス感染症の影響により就職活動が制限され、
これまでの対面型からオンラインによる会社説明会の開催、ＷＥＢによる面接等を行い、
採用活動を実施しました。これらにより優秀な学生が採用されています。新人研修もＷＥ
Ｂ研修により実施しました。今後とも、多様な働き方に対応し、より一層優秀な人材の確
保と定着に努めていきます。

④　新型コロナウイルス感染症への対応
　新型コロナウイルス感染症の影響により、緊急事態宣言が出され顧客訪問や出勤が制限
され営業活動が一時的に滞りました。しかしながら早急にテレワークの実施、ＷＥＢ会議
による社内並びに顧客との打合せを行うことで業務を補い、ほぼ予定通りの成果を上げて
おります。今後も、引き続き新型コロナウイルス感染症への対応を行い、経営への影響を
最小限にとどめていきます。

⑸　主要な事業内容（2020年９月30日現在）
事業区分 事業内容

システム事業 金融機関向けシステムコンサルティング、企画、開発、販売、システムデ
ータ入力代行

不動産賃貸事業 不動産賃貸、管理

⑹　主要な営業所等（2020年９月30日現在）
本 社 大阪市中央区安土町２丁目３番13号
大 阪 研 修 セ ン タ ー 大阪市西区阿波座１丁目15番15号
東 京 営 業 部 東京都千代田区一ツ橋２丁目６番３号
名 古 屋 営 業 部 名古屋市中区丸の内２丁目18番25号
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⑺　使用人の状況（2020年９月30日現在）
使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

136（17）名 11（△5）名 33.7歳 8.8年
（注）　使用人数は就業員数であり、パート・アルバイトについては（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

⑻　主要な借入先の状況（2020年９月30日現在）
　該当事項はありません。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2020年９月30日現在）
　⑴　発行可能株式総数 16,360,000株
　⑵　発行済株式の総数 4,090,000株
　⑶　株主数 3,839名

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 岡 仁 史 800,000株 23.8％
有 限 会 社 サ ポ ー ト 325,000 9.7
情 報 企 画 従 業 員 持 株 会 228,500 6.8
松 岡 千 晴 122,000 3.6
光 通 信 株 式 会 社 116,100 3.4
浦 西 正 善 81,100 2.4
立 石 雄 嗣 60,000 1.7
井 口 宗 久 56,900 1.6
株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 54,200 1.6
見 附 博 明 45,000 1.3

（注）１．当社は、自己株式を740,343株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式（740,343株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況
該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 9 －



４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2020年９月30日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 松 岡 仁 史
代 表 取 締 役 社 長 松 岡 勇 佑
常 務 取 締 役 井 口 宗 久 大 阪 営 業 部 長 ・ 名 古 屋 営 業 部 長
取 締 役 中 谷 利 仁 東 京 シ ス テ ム 部 長
取 締 役 塚 越 洋 一 東 京 営 業 部  営 業 部 長
取締役（監査等委員・常勤） 橋 本 政 幸

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 田 積 　 司 弁 護 士 法 人 　 淀 屋 橋 ・ 山 上 合 同
弁 護 士 法 人 社 員 パ ー ト ナ ー 弁 護 士

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 清 原 　 大 清 原 公 認 会 計 士 事 務 所 代 表
（ 株 ） G o 　 P u b l i c 代 表 取 締 役

（注）１．取締役（監査等委員） 田積 司氏及び取締役（監査等委員） 清原 大氏は、社外取締役でありま
す。

２．当社は取締役（監査等委員） 田積 司氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

３．取締役（監査等委員） 橋本政幸氏及び取締役（監査等委員） 清原 大氏は、公認会計士の資格を
有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員） 田積 司氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の
知見を有しております。

５．当社は重要な会議等への出席や会計監査人及び内部監査室との十分な連携を通じ、監査等委員会
の監査・監督機能の強化を図るため、橋本政幸氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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⑵　取締役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

名 千円
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 5 140,443
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 4 16,052
合 計 9 156,496

（注）１．取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれてお
りません。

２．上記には、2019年12月19日開催の第33期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名
を含んでおります。なお、当事業年度末日現在の会社役員の人数は、取締役（監査等委員を除
く）５名、取締役（監査等委員）３名であります。

３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年12月17日開催の第29期定時株主総会に
おいて年額200,000千円以内と決議いただいております。

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年12月17日開催の第29期定時株主総会において
年額30,000千円以内と決議いただいております。

５．上記報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額20,168千円（取締役（監
査等委員を除く）５名に対し19,236千円、取締役（監査等委員）４名に対し932千円）を含め
て記載しております。

６．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼 職 内 容
取 締 役
（監査等委員） 田 積 　 司 弁護士法人　淀屋橋・山上合同 弁 護 士 法 人 社 員

パートナー弁護士

取 締 役
（監査等委員） 清 原 　 大

清 原 公 認 会 計 士 事 務 所 代 表
（ 株 ） G o 　 P u b l i c 代 表 取 締 役

当社と上記兼職先の他の法人等との間には、特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
（監査等委員） 田 積 　 司

当事業年度に開催された取締役会15回の全て、監査等委
員会12回の全てに出席いたしました。弁護士としての
専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査等委員会においても、同様の見地か
ら、適宜発言を行い、当社の監査体制の強化を図ってお
ります。

取 締 役
（監査等委員） 清 原 　 大

2019年12月19日就任以降、当事業年度に開催された取
締役会11回の全て、監査等委員会10回の全てに出席い
たしました。公認会計士としての専門的見地から、取締
役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を行っております。また、監査等委
員会において、当社の経理システム並びに内部監査につ
いて適宜、必要な発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員は当社定款第23条及び会社法第427条第１項の規定により、損害賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が
定める最低責任限度額となります。

④　当事業年度に係る報酬等の総額
　社外役員３名に対する報酬等の総額は8,449千円（うち役員退職慰労引当金繰入額は
529千円）であります。なお、社外役員の支給人員は、2019年12月19日開催の第33期
定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名を含んでおります。
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

⑵　会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,125千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19,125千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の
金額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠
等を精査した結果、会計監査人の報酬等について適正であると判断し、同意しております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　内部統制システムの構築は企業の社会的責任の重要な要素と捉え、リスク管理体制・コ
ンプライアンス体制・情報セキュリティ体制を中心に、会社全体としての体制整備と継続
的な実施の推進に取り組んでおります。また、コーポレート・ガバナンスを充実させるこ
とにより、公正な企業活動と正確でタイムリーな情報開示による経営の健全性・透明性の
確保を図ります。
　意思決定においては、取締役会を原則として毎月１回開催するほか、経営環境の変化に
的確かつ迅速に対応するため、重要案件については必要に応じて取締役会を開催します。
　業務執行においては、社内規程で責任部門・執行手続を定めるとともに、「職務権限規
程」で決裁権限を明確化します。また、監査等委員会による業務執行の妥当性・適法性に
関するチェックのほか、内部監査室及び会計監査人による業務・会計監査をあわせて実施
します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に関する重要な文書等に関しては、「文書管理規程」に基づき適切に
保存及び管理いたします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　業務執行に係るリスクとして、個人情報流出のリスクについては、「データ管理規程」
を制定し、リスクの回避、減少等の対策を実行するほか、「セキュリティ管理規程」等の
制定により全社的なリスクの把握を行います。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の業務分掌を明確化し、権限分配により職務執行の効率化を図るとともに、取締
役会の監督機能を強化する一方、迅速なる経営戦略・方針等の意思決定を行います。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス体制の基本として「コンプライアンス管理規程」を制定するとともに、
代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス推進委員会」を設置し、コンプライア
ンスに関する全社的方針、体制の維持・管理、コンプライアンスの推進を図ります。
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⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社の代表取締役が子会社の代表取締役を兼務するほか、当社取締役（監査等委員であ
る取締役を除く）が子会社の取締役を兼務し、当社監査等委員である取締役が子会社監査
役を兼務することで、グループ間の情報伝達を推進するとともに、子会社の業務執行状況
の監視、監督を行います。

⑦　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　監査等委員会の職務を補助すべき専任の組織・担当者は置いておりませんが、「監査等
委員会規則」を制定し、監査上の必要があるときは内部監査部門等に報告を求め、又は特
定事項の調査を依頼することができるよう定めております。

⑧　上記⑦の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項並びに監査等委員会の上記⑦の取締役及び使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　監査等委員会の補助者を置く場合は、取締役（監査等委員である取締役を除く）からの
独立性を確保すべきことに留意し、監査等委員会の同意のうえ、取締役会にて決定します。
また監査等委員会から監査業務に必要な指示を受けた取締役及び使用人は、その指示に関
する限りにおいては、他の取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令は受けな
いものとします。

⑨　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役、監
査役及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会へ
の報告に関する体制

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役、監
査役及び使用人は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したと
きは、直ちに当社監査等委員会に報告するものとしています。また監査等委員会は、必要
に応じて当社及び子会社の業務執行状況について取締役（監査等委員である取締役を除
く）又は使用人に報告を求めることができます。

⑩　上記⑨の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制

　当社の監査等委員会への報告に関しては、内部通報に係る報告以外の報告であっても、
「内部通報運用規程」の通報者保護規定を適用し、当該報告を行った当社及び子会社の取
締役及び使用人等に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行わないも
のとします。
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⑪　監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務
の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求を
したときは、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑫　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は、取締役会のほか部課長会議などの重要会議に出席するとともに、各営業
部内の責任者と適宜面談し必要に応じて説明聴取を行うこととしています。また、会計監
査人及び内部監査室と連携し相互に情報交換を実施することにより、的確で効率的な監査
を図ります。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　内部統制システム全般

　当社は内部統制システム全般の整備・運用を当社の監査等委員及び内部監査室がモニタ
リングし、改善を進めております。

②　取締役会の主な運用状況
　当社取締役会は、取締役の職務の執行状況、内部統制システムの運用状況、経営リスク
等の審議をしております。また当社各部門から毎月の活動状況の報告を受け、情報共有と
経営管理の充実を図っております。

③　監査等委員会の主な運用状況
　監査等委員会は、「監査等委員会監査基準」に基づき、審議をしております。各監査等
委員は、取締役会において発言を行い、常勤監査等委員は、この他重要な部課長会議に出
席し、発言、調査する等監査の充実を図っております。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部

留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針とし、配当性向
40％程度を目標としております。
　内部留保につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、市場ニーズに応
える技術開発の強化や新規事業の展開に有効投資してまいりたいと考えております。
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貸　借　対　照　表
（2020年９月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

前 払 費 用

未 収 収 益

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

会 員 権

差 入 保 証 金

2,895,776

2,019,076

827,558

36,122

9,123

3,362

534

2,965,077

2,717,916

1,042,478

962

0

8,586

1,665,888

23,587

1,116

22,471

223,574

10,000

154,881

12,650

46,042

流 動 負 債 1,034,719
買 掛 金 149,013
未 払 金 89,801
未 払 消 費 税 等 60,469
未 払 法 人 税 等 235,797
預 り 金 8,909
前 受 収 益 377,657
賞 与 引 当 金 108,471
製 品 保 証 引 当 金 3,089
そ の 他 1,510

固 定 負 債 337,835
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 265,523
長 期 預 り 保 証 金 72,312

負 債 合 計 1,372,555
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,488,299
資 本 金 326,625
資 本 剰 余 金 365,175

資 本 準 備 金 365,175
利 益 剰 余 金 4,561,126

利 益 準 備 金 1,816
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,559,310

繰 越 利 益 剰 余 金 4,559,310
自 己 株 式 △764,627

純 資 産 合 計 4,488,299
資 産 合 計 5,860,854 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,860,854

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
( 2019年10月 1 日から

2020年 9 月30日まで )
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,035,506

売 上 原 価 1,259,511

売 上 総 利 益 1,775,995

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 659,321

営 業 利 益 1,116,673

営 業 外 収 益 395

経 常 利 益 1,117,068

税 引 前 当 期 純 利 益 1,117,068

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 367,172

法 人 税 等 調 整 額 △23,294

当 期 純 利 益 773,191

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
( 2019年10月 1 日から

2020年 9 月30日まで )
（単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当事業年度期首残高 326,625 365,175 1,816 4,054,102 △764,091 3,983,627 3,983,627

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △267,984 △267,984 △267,984

当 期 純 利 益 773,191 773,191 773,191

自 己 株 式 の 取 得 △535 △535 △535

事業年度中の変動額合計 － － － 505,207 △535 504,671 504,671

当 事 業 年 度 末 残 高 326,625 365,175 1,816 4,559,310 △764,627 4,488,299 4,488,299

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法。
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　13～42年
　構築物　　　　　　　　11年
　機械及び装置　　　　　６年
　工具、器具及び備品　　３～８年

②　無形固定資産
　　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

・販売目的のソフトウェア　　　　販売見込数量に基づく償却額と残存有効期間（36ヶ月）を限度
とする均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法
によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により

計上しております。
②　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。
③　製品保証引当金　　　　　　　　製品の無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率を基準と

した補修見積額を引当計上しております。
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⑷　収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる案件については、工事進行基準（工
事の進捗率の見積りは原価比例法）、その他の案件については、工事完成基準を適用しております。

⑸　消費税等の会計処理の方法
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積）

新型コロナウイルス感染症による影響については、当事業年度末時点において当社の事業活動に重要な
影響を与えていないことから、業績に与える影響は軽微であると仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産
の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 434,127千円
⑵　関係会社に対する短期金銭債務 235千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 2,792千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 4,090,000株 －株 －株 4,090,000株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 740,146株 197株 －株 740,343株
（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2019年12月19日開催の第33期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 133,994千円
・１株当たり配当額 40円
・基準日 2019年９月30日
・効力発生日 2019年12月20日

ロ．2020年５月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 133,990千円
・１株当たり配当額 40円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月８日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
2020年12月17日開催予定の第34期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 133,986千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 40円
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月18日

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

未払事業税 14,094千円
未払事業所税 238千円
賞与引当金 33,170千円
製品保証引当金 944千円
役員退職慰労引当金 81,197千円
ゴルフ会員権評価損 7,744千円
資産除去債務 6,192千円
ソフトウェア 11,299千円

繰延税金資産合計 154,881千円
繰延税金資産の純額 154,881千円
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記
内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため、記載を省略しております。

８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については安全性の高い金融商品を基本としております。また、借入金等による

資金調達は行っておりません。デリバティブ取引は、余資運用目的で行うこととし、リスクの高い投
機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
差入保証金は、主に事務所の賃貸契約における保証金であります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
長期預り保証金は、不動産の賃貸契約に際し、賃借人より預っている保証金及び建設協力金等であ

り、一定期間または賃貸期間終了時において相手先に返済するものであります。
③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、「販売管理規程」に従い、期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状

況の悪化等による回収懸念の有無を随時把握する体制としております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

営業債務及び長期預り保証金については、当社の経理部門において適時に資金繰計画を作成する
などにより、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2020年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴　現金及び預金 2,019,076 2,019,076 －

⑵　売掛金 827,558 827,558 －

⑶　差入保証金 46,042 46,216 173

資産計 2,892,677 2,892,851 173

⑴　買掛金 149,013 149,013 －

⑵　未払金 89,801 89,801 －

⑶　未払法人税等 235,797 235,797 －

⑷　長期預り保証金 72,312 71,766 △546

負債計 546,924 546,378 △546

（注）１．金融商品の時価の算定方法
資　産

⑴　現金及び預金、⑵　売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑶　差入保証金
　差入保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に
基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債
⑴　買掛金、⑵　未払金、⑶　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑷　長期預り保証金
　長期預り保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指
標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額（千円）

関係会社株式 10,000

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため記載して
おりません。

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 2,018,809 － － －

売掛金 827,558 － － －

差入保証金 － 46,042 － －

合計 2,846,368 46,042 － －

９．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、大阪府内において、賃貸マンション３棟、立体駐車場１棟、賃貸オフィス１棟及び賃貸店
舗２件の計７物件（いずれも土地を含む）を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）

2,670,670 2,800,141

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む）、直近の取得物件については貸借対照表計上額をもって時価
としております。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,339円93銭
⑵　１株当たり当期純利益 230円82銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年11月13日
株式会社情報企画

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
大　阪　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 川 英 樹 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 尾 志 都 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社情報企画の2019年10月１日
から2020年９月30日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年10月１日から2020年９月30日までの第34期事業年度における取締役の
職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年11月13日
株式会社情報企画　監査等委員会

監査等委員 橋 本 政 幸 ㊞
監査等委員 田 積 　 司 ㊞
監査等委員 清 原 　 大 ㊞

（注）監査等委員田積 司及び清原 大は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　期末配当に関する事項
　当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以
下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金40円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は133,986,280円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2020年12月18日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）５名（全員）は、本
総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選任をお願いいたした
いと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判
断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

１

まつ
松

 
　

おか
岡

 
　

ひと
仁

 
　

し
史

(1958年 3 月28日生)

1981年10月 アーサーアンダーセン公認会計士
共同事務所入所

800,000株
1985年 ６月 公認会計士登録
1985年10月 中谷公認会計士事務所入所
1986年10月 当社設立・取締役就任
1987年11月 当社代表取締役社長就任
2019年12月 当社代表取締役会長就任（現任）

取締役候補者とした理由
松岡仁史氏は、当社の創業者であり、長年に亘り経営トップとして優れた経営手腕を発揮し、経
営の指揮・監督を適切に行い当社を牽引してまいりました。これまでの豊富な経験と経営全般に
関する知見を有しており、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると
判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

２

まつ
松 　

おか
岡 　

ゆう
勇 　

すけ
佑

(1983年11月14日生)

2007年 ４月 ㈱シンプレクス・テクノロジー
（現シンプレクス㈱）入社

28,400株

2011年 ２月 有限責任あずさ監査法人入社
2014年 ４月 当社入社
2014年 ８月 公認会計士登録
2015年12月 当社取締役（財務担当）就任
2017年12月 当社代表取締役副社長（財務担当）就任
2019年12月 当社代表取締役社長就任（現任）

取締役候補者とした理由
松岡勇佑氏は、取締役就任以来、強いリーダーシップを発揮し、2019年12月の代表取締役社長
就任後は、経営トップとしての職責を果たし企業経営に尽力しております。また、公認会計士と
しての知識と経験を有しており、経営の監督を適切に行っております。今後も業務執行とともに
経営の意思決定において、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると
判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

３

い
井

 
　

ぐち
口

 
　

むね
宗

 
　

ひさ
久

(1959年 3 月18日生)

1981年 ４月 大和銀総合システム㈱
（現㈱ＤＡＣＳ）入社

56,900株

1987年 ４月 日本シー・アンド・シーシステムズ㈱
（現Ｐｒｏｆｉｔ Ｃｕｂｅ ㈱）入社

1998年 ２月 当社入社
2001年 ９月 当社名古屋営業部長（現任）
2003年12月 当社取締役就任
2004年 ６月 当社大阪営業部長（現任）
2007年 ４月 当社常務取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
井口宗久氏は、取締役として企業経営に従事し、その役割・責務を果たすとともに、営業部門の
責任者として、当社の業容の拡大と企業価値向上に大きく貢献してまいりました。これまでの豊
富な経験と実績により、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると判
断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

４

なか
中 　

や
谷 　

とし
利 　

ひと
仁

(1971年12月 2 日生)

1998年 ４月 ㈱カナデン入社

30,000株2001年11月 当社入社
2011年 ４月 当社東京システム部長（現任）
2012年12月 当社取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
中谷利仁氏は、開発部門での幅広い業務経験を有しており、開発部門の責任者として部門全体を
牽引し、事業の成長と企業価値向上に大きく貢献してまいりました。これまでの豊富な経験と実
績により、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると判断し、引き続
き取締役候補者といたしました。

５

つか
塚

 
　

ごし
越

 
　

よう
洋

 
　

いち
一

(1957年 4 月22日生)

1980年 ４月 日本エヌ・シー・アール㈱
（現日本ＮＣＲ㈱）入社

28,100株

1986年 ６月 日本シー・アンド・シーシステムズ㈱
（現Ｐｒｏｆｉｔ Ｃｕｂｅ ㈱）入社

2001年 ４月 当社入社
2002年10月 当社東京営業２部 営業部長
2013年 ４月 当社東京営業部 営業部長（現任）
2016年12月 当社取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
塚越洋一氏は、入社以来、営業部門の要職を歴任し、業績拡大や新規取引先の拡大に取り組み、
事業の成長と企業価値向上に大きく貢献してまいりました。今後もこれまでの豊富な経験と実
績に基づき、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために期待される人材であると判断し、
引き続き取締役候補者といたしました。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市中央区安土町２丁目３番13号
大阪国際ビルディング17階　1705号室
TEL　06-6265-8530
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【株主総会お土産配布の中止に関するお知らせ】
新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、本総会にご来場の株主の皆様への、お土産の
配布は取りやめさせていただきます。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


